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政策・総務・財政委員会
配 付 資 料
平成 26 年 2 月 18 日
総 務 局

新市庁舎に関する調査特別委員会での検討状況 

（平成 25 年 12 月～平成 26 年 2 月） 

 主な検討内容 

12 月 24日 第５回 新市庁舎に関する調査特別委員会 

○議会棟のあり方の検討について 

○新市庁舎の事業手法・スケジュールについて 

○関内・関外地区のまちづくりについて 

・関内・関外地区の地元組織・団体への説明状況 

・関内駅周辺地区のまちづくりのテーマと目的 

・北仲通地区の歩行者ネットワークの考え方 

 

１月 ９日 第６回 新市庁舎に関する調査特別委員会 

○新市庁舎の事業手法・スケジュールについて 

・新市庁舎の事業手法・スケジュールに関する資料要求 

 

 27日 第７回 新市庁舎に関する調査特別委員会 

 ○新市庁舎の事業手法・スケジュールについて 

 

 29日 第８回 新市庁舎に関する調査特別委員会 

 ○新市庁舎の事業手法・スケジュールについて 

 

２月 10日 第９回 新市庁舎に関する調査特別委員会 

 ○新市庁舎整備基本計画案について 

 

 

《今後のスケジュール（予定）》 

２月下旬 新市庁舎に関する調査特別委員会 

○新市庁舎整備基本計画案 

３月中下旬 政策・総務・財政委員会 

○新市庁舎整備基本計画案 

３月末 横浜市経営会議（庁内意思決定） 

「新市庁舎整備基本計画」策定・記者発表・公表 

  

※「新市庁舎整備基本計画」策定後、横浜市公共事業評価制度に基づく 

市民意見募集を実施 



新市庁舎の事業手法・スケジュールについて 
 

発注方式については、  

（A）設計と施工を分離して発注する方式（従来方式）  

（B）設計と施工を一括して発注する方式（デザインビルド方式） 

が考えられます。 

 

「設計・施工分離発注方式」は、従来から本市が採用している方式で、まず設計業務

として、設計委託業者を選定したうえで、本市担当者と設計業務受託者が、標準的な材

料や工法を基本に設計図書等を作成します。次に、工事発注では、原則として登録工種

別（建築、電気、空調、衛生など）に分離し、一般競争入札方式により施工業者を決定

します。 

「設計・施工一括発注方式」は、本市が設計要件や発注条件を整理したうえで、設計

と施工に関する技術提案と価格を総合的に評価する入札方式により、設計と施工を一括

して実施する事業者を決定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

この２つの発注方式について、12 月 24 日委員会でお示しした、次の５つの視点を重視

して比較検討を行いました。 

 

 

① 危機管理の中心的役割を果たす市庁舎として、大地震等が発生しても業務継続が可能

な構造体や設備の耐震性の確保を図る。 

② 環境に最大限配慮した市庁舎として、先進的な環境設備・機能等の導入を図る。 

③ 執務室の分散化、年間 20 億円を超える賃借料負担、災害時の危機管理機能の強化な

ど喫緊の課題を早期解決するために、工事期間の短縮を図る。 

④ 様々な工夫により、建設コストやライフサイクルコストの縮減を図る。 

⑤ 市内企業の参入機会に配慮するなど地域経済の活性化を図る。 
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■新市庁舎整備事業における工事発注方式の比較検討 

 

 （A）設計・施工分離発注（従来）方式 （B）設計・施工一括発注（デザインビルド）方式 

視点①、② 

 

高度な技術力 

・ノウハウ等 

の採用 

 標準的で汎用性のある設計内容で

の工事発注にならざるを得ないため、

施工業者が有する独自の技術や特許

工法等を採用しにくい。 

 設計段階から施工業者の持つ独自の技術や

工法等を反映することが可能となり、最新の

高度技術や工法を採用することができる。 

（先進的な技術等に関する提案を求めて、提案

された内容と入札価格を総合的に評価したうえ

で受注事業者を決定する。） 

視点③ 

 

工期短縮の 

可能性 

 設計段階及び施工段階での工期短

縮の可能性を検討するが、施工業者

の独自の技術力やノウハウを設計段

階から活用することが困難なため、工

期短縮の可能性は限定的になる。 

 施工業者の独自の技術力やノウハウを設計

段階から活用することが可能であり、併せて、設

計作業と並行して施工準備（資材発注等）がで

きるため工期短縮の可能性が高い。 

視点④ 

 

コスト縮減等 

 設計段階及び施工段階でのコスト短

縮の可能性を検討するが、施工業者

の独自の技術等を採用することが困

難なため、コスト縮減の効果は限定

的になる。 

 設計仕様や施工方法等に施工業者の持つ独

自の技術を採用することによりコスト縮減効果

が期待できる。 

 また、早期（設計段階から）に事業者とのコミッ

トメント（発注確約）ができることから、コスト圧縮

効果があり、繁忙期で工場生産が間に合わな

いというスケジュールリスクも軽減できる。 

視点⑤ 

 

地域経済の 

活性化 

①超高層一棟建築のため、工事の工

区を分けた分割発注は困難である。 

 

②建築工事や各種設備工事を各々

分離して発注する場合でも、各々の

工事が、ＷＴＯ政府調達協定対象工

事となるため、市内企業に限定した

発注条件を設定できない。 

 

(対応)  

そのため、共同企業体（ＪＶ）での構成

企業として市内企業も参加できるよう

な発注条件を設定するなど、工夫や

配慮が必要。 

①同左 

 

②ＷＴＯ政府調達協定対象工事となることに加

え、受注事業者（先進的な技術・工法等を有す

る大手企業）が設計と施工（建築工事、設備工

事など全て）を総合的かつ一体的に実施するた

め、市内企業に限定した発注条件を設定でき

ない。 

 

（対応） 

そのため、受注事業者を建築、設備を含めた共

同企業体（ＪＶ）とすることを受注要件としたうえ

で、その共同企業体の構成企業として市内企

業も参加できるような発注条件を設定するな

ど、工夫や配慮が必要。 



■発注方式によるスケジュール比較 

「設計・施工一括発注方式」では、施工準備のための先行作業（施工計画検討、資材発注

など）を設計作業と並行して進めることが可能（下図の    部分）であり、加えて設計内

容を熟知した事業者が施工を行うことなどにより、「設計・施工分離発注方式」に比べて全体

工期の短縮が可能になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業年度

(B)
設計・施工

一括発注方式

H31年度 H32年度

4 5 6 7

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

(A)
設計・施工

分離発注方式

－ 1 2 3

発注手続
（９カ月） 設計（24カ月）

工 事（30カ月）

基本計画 設計要件の整理・
発注資料の作成

先行作業

(６カ月)

（施工準備等）

移転

基本計画 設計要件

の整理

設計（24カ月）

工 事（36カ月）
発注手続

（９カ月）
移転

設計者選定

（施工
準備等）
（6か月）

○9月市会

○2月市会
●市民意見募集

●市民意見募集

 

■発注方式のまとめ と 目標スケジュール 

・工事発注方式の比較検討の結果、今回の新市庁舎整備については、視点①から④につい

て評価の高い、設計・施工一括発注方式を採用することとして検討を進めます。 

・地域経済活性化（視点⑤）については、工事規模が大きいためＷＴＯ政府調達協定対象

工事となりますので、いずれの発注方式をとっても、市内企業について限定または優先

した工事発注はできません。このため、受注事業者を複数の業種毎の企業を構成員とす

る共同企業体（ＪＶ）とすることを入札参加条件とすること等により、市内企業が共同

企業体（ＪＶ）の構成員として参加することが可能となる仕組を検討してまいります。 

・目標スケジュールとしましては、31 年中に工事を完了させ、32 年度当初に移転、供用開

始を目指してまいります。 
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  規模・事業費・収支シミュレーション（見直し） 
 

 

資料３

 

１ 収支シミュレーションの条件の見直し  

 

今回お示しした事業スケジュールの検討結果と、平成 25 年 12 月 24 日に開催された特別委員会で

の市会部門の面積についての議論を踏まえ、11 月 27 日の特別委員会でお示しした収支シミュレーシ

ョンの条件を見直し、再度、収支シミュレーションを行いました。 

 

（１）事業期間の見直し 

今回、お示しした事業スケジュールの検討結果を踏まえ、事業期間を８年から６年として試算

しました。 

 

（２）新市庁舎の規模（市会部門の規模）の見直し 

「『新市庁舎整備に向けた議会棟のあり方について（答申）』で想定した面積の最大値（9,000

㎡）として、今後さらに精査する」という意見が多数だったことに伴い、市会部門の規模を前回

の 8,500 ㎡から 9,000 ㎡に変更して試算しました。 

市会部門の規模の見直しによる新市庁舎の全体の規模は下表のとおりとなります。 

 

 
新市庁舎全体の規模  （㎡）

行 政 部 門 62,600

市 会 部 門 9,000専 用 部 

商 業 機 能 4,000

専用部合計

75,600 

共 用 部 53,300  

（容積率対象） 

延床面積 

128,900 

駐 車 場 17,900   

延床面積 

146,800 

 

 

 

 

 

 

    ※市会部門(専用部)：11 月 27 日資料 8,500 ㎡ → 9,000 ㎡ 

     共用部     ：   〃   53,000 ㎡  → 53,300 ㎡ 

     駐車場     ：   〃   17,900 ㎡(約 410 台) → 変更なし 

     (※規模の増加に伴う附置義務駐車台数の増加は２台程度であり、面積には影響ないものとします。)  

 

※都市計画規定への適合性の確認    

 横浜ｱｲﾗﾝﾄﾞﾀﾜｰ 新市庁舎 合 計 
都市計画

規定 
適合

敷地面積 － － 17,326 ㎡  - 

総延床面積 約 44,100 ㎡ 約 146,800 ㎡ 約 190,900 ㎡  - 

(容積率対象)延床面積 約 40,200 ㎡ 約 128,900 ㎡ 約 169,100 ㎡  - 

＜1,080％ ○ 
容積率 － － 約 976％ 

＞ 300％ ○ 

建築面積 約 2,300 ㎡ 約 7,400 ㎡ 約 9,700 ㎡ ＞ 200 ㎡ ○ 

建ぺい率 － － 約 56％ ＜  80％ ○ 
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２ 事業費 

新市庁舎の全体の規模の見直しに伴い、事業費についても見直しを行いました。 

 

(１) 新市庁舎が完成し移転するまでに必要となる費用 

  ア 設計・建設費等   

     約 616 億円 （※基本構想：603 億円（建設費：約 574 億円（35 万円/㎡×164,000 ㎡）、設計費等：約 29 億円）） 

【内訳】 

・建 設 費：約 587 億円（40 万円／㎡※×146,800 ㎡）※民間事業者へのヒアリング調査結果等による 

・設計費等：約  29 億円（建設費の５％）※調査、基本設計、実施設計、工事監理費 

《設計・建設費等（約 616 億円）の調達方法》 

     ・市  債 ： 約 487 億円 

     ・一般財源 ： 約 129 億円（商業施設スペース、企業局部分は起債対象外） 

  イ 移転費 

     約 7.52 億円（10.5 千円／㎡※×71,600 ㎡）※本市移転時の実績／什器の購入費は見込んでいない 

ウ 退去修繕費  

     約 5.96 億円（12.6 千円／㎡※×47,300 ㎡）※本市移転時の実績／什器の購入費は見込んでいない 

 

(２) 新市庁舎完成後に毎年必要となる費用 

  ア 維持管理費  

  約 6.83 億円／年（5.3 千円／㎡・年※×128,900 ㎡） 

※民間事業者へのヒアリング調査結果等による／経常的修繕費を含み、警備費を除く／駐車場を除く 

  イ 計画修繕費  

  約 190.8 億円／50 年（130 千円／㎡※×146,800 ㎡）※民間事業者へのヒアリング調査結果等による 

 

３ 収支シミュレーション 

「１ 収支シミュレーションの条件の見直し」に基づき、平成 25 年 11 月 27 日に開催された特別

委員会でお示しした収支シミュレーションについて、 

①事業期間のみの見直し 

②事業期間及び新市庁舎の規模（市会部門の規模）の見直し 

を行いました。 
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《収支シミュレーション結果の比較》 

今回 

 

第４回特別委員会での 

収支シミュレーション結果 

（Ｈ25.11.27） ①事業期間のみ見直し 
②事業期間見直し 

        ＋ 
市会部門の規模見直し 

事業期間 ８年 ６年 ６年 

新市庁舎の規模 146,000 ㎡   146,800 ㎡  

 専用・共用部合計 128,100 ㎡  128,900 ㎡  

  専 用 部 75,100 ㎡  75,600 ㎡  

   行 政 部 門 62,600 ㎡  62,600 ㎡  

   市 会 部 門 8,500 ㎡  9,000 ㎡  

   賃 貸 床 4,000 ㎡  4,000 ㎡  

  共 用 部 53,000 ㎡  53,300 ㎡  

条
件
の
見
直
し 

 駐 車 場 17,900 ㎡  17,900 ㎡  

新市庁舎建設費 約 584 億円 約 584 億円 約 587 億円設計 

・ 

建設

費等 
新市庁舎設計費等 

（ 建 設 費 の ５ ％ ） 

約 613 億円 

約 29 億円

約 613 億円

約 29 億円

約 616 億円 

約 29 億円 

総 額 約 484 億円 約 484 億円 約 487 億円 
市

債 単 年 度 

（ピーク時） 

約 119 億円 

（事業年度５～８年目） 

約 167 億円 

（事業年度４年目） 

約 168 億円 

（事業年度４年目） 
財源 

一 般 財 源 約 129 億円 約 129 億円 約 129 億円 

総 額 
約 185 億円 

（事業年度９年目まで） 

約 176 億円 

（事業年度７年目まで） 

約 176 億円 

（事業年度７年目まで） Ⓐ入居開始

までの一般

財源負担 単 年 度 

（ピーク時） 

約 48 億円 

（事業年度８年目） 

約 51 億円 

（事業年度６年目） 

約 51 億円 

（事業年度６年目） 

Ⓑ入居翌年～市債償還終

了までの 29 年間で発生す

る新たな一般財源負担 

断続的に発生 

約 90 億円 

（年平均約 3.1 億円） 

断続的に発生 

約 99 億円 

（年平均約 3.4 億円） 

断続的に発生 

約 104 億円 

（年平均約 3.6 億円） 

事 業 

年 度 
55 年目 53 年目 54 年目 Ⓒ当初からの一

般財源負担相当

額の回収終了年

度 
開 業 

年 度 
47 年目 47 年目 48 年目 

市 債 償

還 額 
約 608 億円  約 617 億円 約 621 億円 入居開始から市

債償還終了まで

の 30 年間の市

債償還額と民間

ビル賃借料・共

益費等との比較 

民間ビ

ル賃借

料・共益

費等 

約 680 億円 

（22.68 億円／年×30 年） 

約 680 億円 

（22.68 億円／年×30 年）

約 680 億円 

（22.68 億円／年×30 年） 

財政健全化（実質公債費比

率）に与える影響 
平均 0.3 ポイント 平均 0.3 ポイント 平均 0.3 ポイント 
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《収支シミュレーションの結果》 

 

○入居開始までの間（７年間）の一般財源負担額は、約 176 億円となります。 

○入居翌年以降、市債償還期間中の新たな一般財源負担は、29 年間で約 104 億円（約 3.6 億円／年）

となります。 

○入居開始から市債償還終了までの 30 年間の市債償還額の合計は、約 621 億円となります。この金

額は、仮に市庁舎を整備しない場合に恒常的に支出し続けなければならない費用のうち、民間ビ

ル賃借料・共益費等（22.68 億円）の 30 年間分（22.68×30＝680 億円）より低くなります。 

○当初の一般財源負担額も含めた支出総額（新市庁舎の建設費、利息、維持管理費、計画修繕費な

ど）と、仮に市庁舎を整備しない場合に恒常的に支出し続けなければならない費用(民間ビル賃借

料・共益費等と現庁舎維持管理費等の合計 約 25.26 億円／年)の総額との関係は、開業 48 年目

で逆転します。 

○財政健全化の指標となる実質公債費比率への影響は、平均 0.3 ポイントとなります。 

 



【第４回（H25.11.27）特別委員会資料】

調査・
調整等

基本
設計

実施
設計

実施
設計・
各種

申請等

着工 工事 工事 竣工 入居・
賃貸

計画
修繕

計画
修繕

計画
修繕

計画
修繕

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

5.84 4.82 5.62 5.62 147.83 147.83 147.83 147.83

6.79 6.79 6.79 6.79 8.88 6.79 6.79 6.79 6.79 17.22 6.79 6.79 6.79 6.79 27.65 6.79 6.79 6.79 6.79 27.65 6.79 6.79

移転費・退去修繕費 13.43

市債償還 0.02 0.24 0.87 6.75 12.64 18.52 23.97 23.97 23.97 23.97 24.03 24.01 25.39 24.73 24.06 23.39 21.26 21.26 21.26 21.26 21.26 21.24 21.35 20.70 20.05 19.41 18.62 18.62

支出計 5.84 4.82 5.64 5.86 148.70 154.58 160.46 166.34 44.19 30.76 30.76 30.76 32.91 30.79 32.18 31.52 30.85 40.61 28.05 28.05 28.05 28.05 48.91 28.03 28.14 27.49 26.84 47.05 25.41 25.41

22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68

2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58

4.52 4.52 118.82 118.82 118.82 118.82

2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02

収入計 0.00 0.00 4.52 4.52 118.82 118.82 118.82 118.82 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28

③収支小計 -5.84 -4.82 -1.12 -1.34 -29.88 -35.76 -41.64 -47.52 -16.91 -3.48 -3.48 -3.48 -5.63 -3.51 -4.90 -4.24 -3.57 -13.33 -0.77 -0.77 -0.77 -0.77 -21.63 -0.75 -0.86 -0.21 0.44 -19.77 1.87 1.87

5.84 4.82 1.12 1.34 29.88 35.76 41.64 47.52 16.91 3.48 3.48 3.48 5.63 3.51 4.90 4.24 3.57 13.33 0.77 0.77 0.77 0.77 21.63 0.75 0.86 0.21 19.77

0.44 1.87 1.87

5.84 10.66 11.78 13.12 43.00 78.76 120.40 167.92 184.83 188.31 191.79 195.27 200.90 204.41 209.31 213.55 217.12 230.45 231.22 231.99 232.76 233.53 255.16 255.91 256.77 256.98 256.54 276.31 274.44 272.57

計画
修繕

計画
修繕

計画
修繕

計画
修繕

計画
修繕

計画
修繕

31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60

23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52

6.79 6.79 27.65 6.79 6.79 6.79 6.79 31.82 6.79 6.79 6.79 6.79 27.65 6.79 6.79 6.79 6.79 33.90 6.79 6.79 6.79 6.79 31.82 6.79 6.79 6.79 6.79 23.47 6.79 6.79

移転費・退去修繕費

市債償還 18.62 18.62 18.62 18.45 18.27 13.70 9.14 4.57

支出計 25.41 25.41 46.27 25.24 25.06 20.49 15.93 36.39 6.79 6.79 6.79 6.79 27.65 6.79 6.79 6.79 6.79 33.90 6.79 6.79 6.79 6.79 31.82 6.79 6.79 6.79 6.79 23.47 6.79 6.79

22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68

2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58

2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02

収入計 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28

③収支小計 1.87 1.87 -18.99 2.04 2.22 6.79 11.35 -9.11 20.49 20.49 20.49 20.49 -0.37 20.49 20.49 20.49 20.49 -6.62 20.49 20.49 20.49 20.49 -4.54 20.49 20.49 20.49 20.49 3.81 20.49 20.49

18.99

1.87 1.87 2.04 2.22 6.79 2.24 20.49 20.49 20.49 20.12 20.49 20.49 20.49 13.87 20.49 20.49 20.49 15.95 20.49 19.69

270.70 268.83 287.82 285.78 283.56 276.77 274.53 274.53 254.04 233.55 213.06 192.94 192.94 172.45 151.96 131.47 117.60 117.60 97.11 76.62 56.13 40.18 40.18 19.69 0.00

9.11 -9.11 0.37 -0.37 6.62 -6.62 4.54 -4.54 0.80 20.49 20.49 3.81 20.49 20.49

9.11 0.00 0.37 0.00 6.62 0.00 4.54 0.00 0.80 21.29 41.78 45.59 66.08 86.57

⑦収支計

⑧事業収支累計

④新たな一般財源負担

⑤一般財源負担相当分の積立

⑥一般財源負担累計

⑧事業収支累計

④新たな一般財源負担

⑤一般財源負担相当分の積立

⑥一般財源負担累計

⑦収支計

民間への賃貸収入（商業系・駐車場）

市債発行による収入

現庁舎維持管理費等

民間ビル賃借料等

新庁舎の設計・建設費

スケジュール

①
支
出

新庁舎の設計・建設費

事業年度

開業年度

②
収
入

【表1】

新庁舎の維持管理・計画修繕費

スケジュール

事業年度

開業年度

①
支
出

(単位：億円)

整備案の収支シミュレーション【事業期間８年・市会部門の規模8,500㎡】（新庁舎単独：港町地区収支除く ※）※港町地区の土地・建物賃貸収入：約９億円/年、現庁舎の改修・解体費：約37.4億円など

市債発行による収入

民間への賃貸収入（商業系・駐車場）

新庁舎の維持管理・計画修繕費

民間ビル賃借料等

現庁舎維持管理費等②
収
入

事業期間：８年間 入居・賃貸開始

　　　Ⓑ 入居翌年以後、市債償還期間中（29年間）の　新たな一般財源負担合計：約90億円　（年平均：3.1億円）Ⓐ 当初の一般財源負担：９年間　合計　約185億円

 入居開始から市債償還終了までの30年間の市債償還額合計：約608億円　（20.26億円／年平均）
　　　　＜　　　　　現在の民間ビルの賃借料等の30年間の合計：約680億円　（22.68億円／年）

市債償還の終了

入居26年目以後、新たな一般財源負担はゼロ

Ⓒ  当初からの一般財源負担相当額を回収



【設計施工一括発注】

調査・
調整等

調査・
調整等

基本
設計

基本
設計・
実施
設計

先行
発注

実施
設計・
各種

申請等

先行
発注・
着工

工事 竣工 入居・
賃貸

計画
修繕

計画
修繕

計画
修繕

計画
修繕

1(Ｈ26) 2(H27) 3(H28) 4(H29) 5(H30) 6(H31) 7(H32) 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

1.00 1.40 39.20 208.41 198.10 165.09

6.79 6.79 6.79 6.79 8.88 6.79 6.79 6.79 6.79 17.22 6.79 6.79 6.79 6.79 27.65 6.79 6.79 6.79 6.79 27.65 6.79 6.79 6.79 6.79

移転費・退去修繕費 13.43

市債償還 0.10 1.94 10.16 17.91 23.97 23.97 23.97 23.97 23.97 23.97 24.31 25.88 24.84 23.63 21.26 21.26 21.26 21.26 21.26 21.26 21.29 21.31 20.39 19.49 18.62 18.62 18.62 18.62

支出計 1.00 1.40 39.30 210.34 208.26 183.00 44.19 30.76 30.76 30.76 32.85 30.76 31.10 32.67 31.63 40.85 28.05 28.05 28.05 28.05 48.90 28.05 28.08 28.10 27.18 47.14 25.41 25.41 25.41 25.41

22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68

2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58

27.16 166.71 158.43 132.03

2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02

収入計 0.00 0.00 27.16 166.71 158.43 132.03 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28

③収支小計 -1.00 -1.40 -12.14 -43.63 -49.83 -50.97 -16.91 -3.48 -3.48 -3.48 -5.57 -3.48 -3.82 -5.39 -4.35 -13.57 -0.77 -0.77 -0.77 -0.77 -21.62 -0.77 -0.80 -0.82 0.10 -19.86 1.87 1.87 1.87 1.87

1.00 1.40 12.14 43.63 49.83 50.97 16.91 3.48 3.48 3.48 5.57 3.48 3.82 5.39 4.35 13.57 0.77 0.77 0.77 0.77 21.62 0.77 0.80 0.82 19.86

0.10 1.87 1.87 1.87 1.87

1.00 2.40 14.54 58.17 108.00 158.97 175.88 179.36 182.84 186.32 191.89 195.37 199.19 204.58 208.93 222.50 223.27 224.04 224.81 225.58 247.20 247.97 248.77 249.59 249.49 269.35 267.48 265.61 263.74 261.87

計画
修繕

計画
修繕

計画
修繕

計画
修繕

計画
修繕

計画
修繕

31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60

25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54

27.65 6.79 6.79 6.79 6.79 31.82 6.79 6.79 6.79 6.79 27.65 6.79 6.79 6.79 6.79 33.90 6.79 6.79 6.79 6.79 31.82 6.79 6.79 6.79 6.79 23.47 6.79 6.79 6.79 6.79

移転費・退去修繕費

市債償還 18.62 18.62 18.62 17.58 11.17 5.08

支出計 46.27 25.41 25.41 24.37 17.96 36.89 6.79 6.79 6.79 6.79 27.65 6.79 6.79 6.79 6.79 33.90 6.79 6.79 6.79 6.79 31.82 6.79 6.79 6.79 6.79 23.47 6.79 6.79 6.79 6.79

22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68

2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58

2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02

収入計 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28

③収支小計 -18.99 1.87 1.87 2.91 9.32 -9.61 20.49 20.49 20.49 20.49 -0.37 20.49 20.49 20.49 20.49 -6.62 20.49 20.49 20.49 20.49 -4.54 20.49 20.49 20.49 20.49 3.81 20.49 20.49 20.49 20.49

18.99

1.87 1.87 2.62 20.49 20.49 20.49 20.12 20.49 20.49 20.49 13.87 20.49 20.49 20.49 15.95 20.49 19.66

280.86 278.99 277.12 274.50 274.50 274.50 254.01 233.52 213.03 192.91 192.91 172.42 151.93 131.44 117.57 117.57 97.08 76.59 56.10 40.15 40.15 19.66 0.00

0.29 9.32 -9.61 0.37 -0.37 6.62 -6.62 4.54 -4.54 0.83 20.49 20.49 3.81 20.49 20.49 20.49 20.49

0.29 9.61 0.00 0.37 0.00 6.62 0.00 4.54 0.00 0.83 21.32 41.81 45.62 66.11 86.60 107.09 127.58

②
収
入

⑦収支計

⑧事業収支累計

④新たな一般財源負担

⑤一般財源負担相当分の積立

⑥一般財源負担累計

開業年度

②
収
入

市債発行による収入

現庁舎維持管理費等

民間ビル賃借料等

⑧事業収支累計

④新たな一般財源負担

民間への賃貸収入（商業系・駐車場）

スケジュール

事業年度

⑤一般財源負担相当分の積立

⑥一般財源負担累計

⑦収支計

【表2】

新庁舎の維持管理・計画修繕費

スケジュール

事業年度

開業年度

①
支
出

新庁舎の設計・建設費

整備案の収支シミュレーション【事業期間（８年⇒６年）・市会部門の規模8,500㎡】　（新庁舎単独：港町地区収支除く ）

新庁舎の設計・建設費

市債発行による収入

民間への賃貸収入（商業系・駐車場）

新庁舎の維持管理・計画修繕費

民間ビル賃借料等

現庁舎維持管理費等

①
支
出

事業期間：６年間（72か月） 入居・賃貸開始

市債償還の終了 Ⓒ  当初からの一般財源負担相当額を回収

（単位：億円）

　　　Ⓑ 入居翌年以後、市債償還期間中（29年間）の　新たな一般財源負担合計：約99億円　（年平均：3.4億円）Ⓐ 当初の一般財源負担：７年間　合計　約176億円

 入居開始から市債償還終了までの30年間の市債償還額合計：約617億円　（20.6億円／年平均）
　　　　＜　　　　　現在の民間ビルの賃借料等の30年間の合計：約680億円　（22.68億円／年）

入居26年目以後、新たな一般財源負担はゼロ



【設計施工一括発注】

調査・
調整等

調査・
調整等

基本
設計

基本
設計・
実施
設計

先行
発注

実施
設計・
各種

申請等

先行
発注・
着工

工事 竣工 入居・
賃貸

計画
修繕

計画
修繕

計画
修繕

計画
修繕

1(Ｈ26) 2(H27) 3(H28) 4(H29) 5(H30) 6(H31) 7(H32) 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

1.00 1.40 39.41 209.54 199.18 166.02

6.83 6.83 6.83 6.83 8.93 6.83 6.83 6.83 6.83 17.32 6.83 6.83 6.83 6.83 27.80 6.83 6.83 6.83 6.83 27.80 6.83 6.83 6.83 6.83

移転費・退去修繕費 13.48

市債償還 0.10 1.95 10.23 18.03 24.14 24.14 24.14 24.14 24.14 24.14 24.48 26.06 25.01 23.79 21.40 21.40 21.40 21.40 21.40 21.40 21.43 21.45 20.53 19.63 18.75 18.75 18.75 18.75

支出計 1.00 1.40 39.51 211.49 209.41 184.06 44.45 30.97 30.97 30.97 33.07 30.97 31.31 32.89 31.85 41.11 28.23 28.23 28.23 28.23 49.21 28.23 28.27 28.28 27.36 47.43 25.58 25.58 25.58 25.58

22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68

2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58

27.34 167.85 159.51 132.93

2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02

収入計 0.00 0.00 27.34 167.85 159.51 132.93 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28

③収支小計 -1.00 -1.40 -12.17 -43.64 -49.90 -51.13 -17.17 -3.69 -3.69 -3.69 -5.79 -3.69 -4.03 -5.61 -4.57 -13.83 -0.95 -0.95 -0.95 -0.95 -21.93 -0.95 -0.99 -1.00 -0.08 -20.15 1.70 1.70 1.70 1.70

1.00 1.40 12.17 43.64 49.90 51.13 17.17 3.69 3.69 3.69 5.79 3.69 4.03 5.61 4.57 13.83 0.95 0.95 0.95 0.95 21.93 0.95 0.99 1.00 0.08 20.15

1.70 1.70 1.70 1.70

1.00 2.40 14.57 58.21 108.11 159.24 176.41 180.10 183.79 187.48 193.27 196.96 200.99 206.60 211.17 225.00 225.95 226.90 227.85 228.80 250.73 251.68 252.67 253.67 253.75 273.90 272.20 270.50 268.80 267.10

計画
修繕

計画
修繕

計画
修繕

計画
修繕

計画
修繕

計画
修繕

31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60

25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54

27.80 6.83 6.83 6.83 6.83 32.00 6.83 6.83 6.83 6.83 27.80 6.83 6.83 6.83 6.83 34.09 6.83 6.83 6.83 6.83 32.00 6.83 6.83 6.83 6.83 23.61 6.83 6.83 6.83 6.83

移転費・退去修繕費

市債償還 18.75 18.75 18.75 17.70 11.24 5.11

支出計 46.55 25.58 25.58 24.53 18.07 37.11 6.83 6.83 6.83 6.83 27.80 6.83 6.83 6.83 6.83 34.09 6.83 6.83 6.83 6.83 32.00 6.83 6.83 6.83 6.83 23.61 6.83 6.83 6.83 6.83

22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68 22.68

2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58 2.58

2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02 2.02

収入計 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28 27.28

③収支小計 -19.27 1.70 1.70 2.75 9.21 -9.83 20.45 20.45 20.45 20.45 -0.52 20.45 20.45 20.45 20.45 -6.81 20.45 20.45 20.45 20.45 -4.72 20.45 20.45 20.45 20.45 3.67 20.45 20.45 20.45 20.45

19.27

1.70 1.70 2.13 20.45 20.45 20.45 19.93 20.45 20.45 20.45 13.64 20.45 20.45 20.45 15.73 20.45 20.45 6.59

286.37 284.67 282.97 280.84 280.84 280.84 260.39 239.94 219.49 199.56 199.56 179.11 158.66 138.21 124.57 124.57 104.12 83.67 63.22 47.49 47.49 27.04 6.59 0.00

0.62 9.21 -9.83 0.52 -0.52 6.81 -6.81 4.72 -4.72 13.86 20.45 3.67 20.45 20.45 20.45 20.45

0.62 9.83 0.00 0.52 0.00 6.81 0.00 4.72 0.00 13.86 34.31 37.98 58.43 78.88 99.33 119.78

②
収
入

⑦収支計

⑧事業収支累計

④新たな一般財源負担

⑤一般財源負担相当分の積立

⑥一般財源負担累計

開業年度

②
収
入

市債発行による収入

現庁舎維持管理費等

民間ビル賃借料等

⑧事業収支累計

④新たな一般財源負担

民間への賃貸収入（商業系・駐車場）

スケジュール

事業年度

⑤一般財源負担相当分の積立

⑥一般財源負担累計

⑦収支計

【表３】

新庁舎の維持管理・計画修繕費

スケジュール

事業年度

開業年度

①
支
出

新庁舎の設計・建設費

整備案の収支シミュレーション【事業期間（８年⇒６年）・市会部門の規模（8,500㎡⇒9,000㎡）】　（新庁舎単独：港町地区収支除く ）

新庁舎の設計・建設費

市債発行による収入

民間への賃貸収入（商業系・駐車場）

新庁舎の維持管理・計画修繕費

民間ビル賃借料等

現庁舎維持管理費等

①
支
出

事業期間：６年間（72か月） 入居・賃貸開始

市債償還の終了 Ⓒ  当初からの一般財源負担相当額を回収

（単位：億円）

　　　Ⓑ 入居翌年以後、市債償還期間中（29年間）の　新たな一般財源負担合計：約104億円　（年平均：3.6億円）Ⓐ 当初の一般財源負担：７年間　合計　約176億円

 入居開始から市債償還終了までの30年間の市債償還額合計：約621億円　（20.70億円／年平均）
　　　　＜　　　　　現在の民間ビルの賃借料等の30年間の合計：約680億円　（22.68億円／年）

入居26年目以後、新たな一般財源負担はゼロ



資料４

新市庁舎を整備した場合としない場合の費用累計額の比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 新市庁舎を整備した場合に必要となる費用（新市庁舎の設計・建設費、 
利息、移転費、維持管理・計画修繕費などから民間への賃貸収入を 
差し引いた額）の累計 

 
新市庁舎を整備しない場合に恒常的に支出し続けなければならない費用 
（民間ビル賃借料・共益費等と現庁舎維持管理費等）の累計 

 

 

① 入居開始時の両ケース累計額の差（入居開始までの一般財源負担）は、 

約 176 億円となります。 

 

② 入居翌年以降、市債償還期間中の新たな一般財源負担は、 

29 年間で約 104 億円（約 3.6 億円／年）となり、 

市債償還終了時（開業 30 年度）の両ケース累計額の差は 

約 280 億円（176 億円＋104 億円）となります。 

 

③ 両ケース累計額の関係は、開業 48 年度で逆転します。 

48 年度以降は、約 146,800 ㎡の新市庁舎を整備した場合の費用累計額は、 

「現市庁舎(30,000 ㎡)＋民間ビル賃借」という現状を維持する場合の費用 

累計額よりも小さくなります。 
※：現庁舎が経年劣化により修繕費用がより多くかかかるようになることや、民間ビル賃借料の変動、 

それぞれの建物の資産価値などは、本シミュレーションでは見込んでいません。 



 

 資料５

 

 
 

 

案 
 

 

新市庁舎整備基本計画 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

平 成 26 年 ２ 月 

横 浜 市 
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８‐２ 関内駅周辺地区のまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） まちづくり戦略 

関内駅周辺地区 

JR 関内駅 

横浜文化体育館 

港町地区 

（現市庁舎街区） 港町地区周辺 

（民間街区） 

横浜公園 

横浜総合高校 

 文化芸術、スポーツ、エンターテイメントの拠点を整備し、都市のブランド力を強化する。 

 関内・関外地区の核となる文化芸術、スポーツ、エンターテイメントの拠点施設を整備し、   

休日の来街者の増加につなげるとともに、関連産業の周辺への立地を推進します。 

 

 関内・関外地区の独自性を打ち出す人・企業を集め・育てる。 

 大学などの教育施設や独創的なグローバル企業、世界的な研究者やトップアスリート、     

トップデザイナーなどを誘致・育成することにより、地区の個性を強化します。 

 

 関内・関外地区の強みを活かした、都心部の産業強化を図るための拠点を整備する。 

 成長産業の拠点施設（オフィス、研究開発、マーケティング施設など）の整備、 

 ベンチャー支援、異分野融合、産学連携などを推進します。 

 

 横浜都心部の回遊性を高めるための交通拠点機能を強化する。 

 横浜都心部の各地区間の回遊性向上に資する交通拠点を整備し、新たな交通手段を導入し 

ます。 

 

 象徴的な公共空間を整備する。 

・ＪＲ関内駅の改良、ＪＲ関内駅高架下の利活用を促進します。 

      ・大通り公園～くすのき広場～横浜公園～日本大通りを結ぶ「緑の軸線」を強化します。 

      ・くすのき広場を象徴的空間として再整備します。 

      ・関内・関外地区の分断の解消により連絡性を強化します。 

・規制緩和等により公共空間の利活用を促進します。 
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【必要な機能】

テーマ②：成長産業
【現況】
・開港以来、常に新しいことを発信し、多様
な人材を受け入れてきた「みなとまち」と
してのブランド力がある。

・居住人口が多いため、商品やサービスを購
入する人を多く抱える都心部としてのポテ
ンシャルがある。

【目的】

地域社会の中の持続可能な産業がこれからの横浜の  ■
成長を支える。

・縮小する時代において、地域社会と密接な関わりを持ち、地域内で自立可能で持
続的な産業を生み出す。

世界を相手としたビジネスを、横浜から生み出す。 ■
・世界の市場に対して、横浜の位置づけを考え、海外に売り出していく産業を生み
出す。

テーマ①：アート＆デザイン
【現況】
・文化芸術創造都市の政策により、横浜
都心部において、アーティスト・クリ
エイターの集積が進んでいる。

【目的】

 、め高を力魅や値価のてしと市都の浜横、りよに力造創 ■
発信する。

・横浜にとって、文化芸術は市民生活を充実させるだけではなく、国際的な
競争力を獲得していくための力となる。

・多彩な人材の創造力を活かし、都市の新しい価値や魅力を高め、発信する。

横浜の産業・ビジネスに新しい価値を与える。 ■

・アート・デザインが、様々な産業やビジネスと結びつくことで、それらに新
しい価値を与える。

テーマ④：スポーツ＆健康
【現況】
・横浜スタジアムや文化体育館等が立地して
おり、スポーツのイベントなども数多く開
催されている。

・平成25年には、関内地区（2か所）がライフ
イノベーション特区に追加指定された。

【目的】

スポーツを通して都市活動を生み出す。 ■
・集客施設としてまちなかにプロスポーツ施設を立地させ、周辺施設やイベントを
連携させることで、経済波及効果が期待できる。

市民の誇りを醸成し、世界に誇るスポーツ都市を発信する。
 

■
・市民の誇りにつながるスポーツ（特にプロスポーツ（例：ワールドカップ開催都
市））を、国際都市横浜の都市外交の重要な力と捉え、国内外への発信力強化を
図る。

健康的な社会づくりを進める。 ■
・今後、ますます高齢化が進む中で、スポーツを含めた健康づくりや予防医学など
の市場の拡大を意識したまちづくりを進める。

テーマ③：観光・エンターテイメント

【現況】
・開港の歴史を受け継いできたことが、
横浜の重要な誘客要素となっている。

・臨海部や中華街を中心に観光やエンタ
ーテイメントの機能が集積している。

・関内駅前という立地を活かした誘客機
能が求められている。

【目的】

横浜への来街・滞在を促し、支える。 ■
・横浜独自の資源を活かし、観光・エンターテイメントを集積することで、
横浜の都市ブランド力を高め、来街や滞在を促す。

・アフターコンベンション機能（レセプション会場、観光インフォメーショ
ン施設、飲食店や小売店、シアター等）を関内・関外地区に集積し、みな
とみらい21地区との連携を強化することにより、都心部全体でＭＩＣＥ都
市の機能強化を図る。

・関内・関外地区の特徴や課題を踏まえ、現段階で考えられるテーマと、その目的を整理した。

・4つのテーマを融合、取捨選択したり、更なるテーマを追加したりしながら、関内駅周辺地区のまちづくりを進めていく。

・関内駅周辺地区が、横浜市全体の成長や、時代の変革の原動力となるためには、人材の集積とネットワークの形成が重要となる。

まちづくりを進めるにあたって重要なこと

        人材の集積とネットワーク
・いずれのテーマにおいても、これまでにない新しいもの
　やサービスを生み出していくことが求められている。

・その為には、現在の横浜の人材を活かしていくとともに、
　世界から人材が集まる都市となることが必要である。

・「みなとまち」横浜の資源を活かし、有能な人材にとって
　　魅力的に感じられる都市環境を創りだしていく。

 【参考】　関内駅周辺地区のまちづくりのテーマと目的

47都道府県のグッ
ドデザイン賞受賞作
品の展示会の様子

人材育成の場（次世代を担う有能な人材を育てる）

交流の場（分野・立場を超えてアイデアを出し合う）

創造の場（新しい製品・サービス・作品をつくりだす）

発信の場（世界に伝え、つながりをつくり、市場開拓する）

©  2010  Caroline Gagné, on Flickr, CC BY 2.0.

写真http://www.rijkswaterstaat.nl/over_ons/lef_future_center/ より

©  2010  Rondo Estrello, on Flickr, CC BY-SA 2.0.
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アート・デザインプロムナード

アート・デザインプロムナード

アー
ト・
デザ
イン
プロ
ムナ
ード

sports
スポーツ関連産業集積拠点

※　p.5 0 参照

大通り公園

横浜公園

イセザキモール

JR関内駅・高架下空間

現市庁舎街区

馬車道商店街

日本大通り

プロ・市民が利用できるアリーナ

施設を核とした、スポーツ関連の

多様な産業が集積する拠点

現代美術館・デザインミュージアム

・創造都市の取組みを国際的に発信する

ミュージアム。

・展示機能を有するだけでなく、芸術系の大学

等の、教育機関との連携、若手発掘や人材育

成、ビジネスインキュベーションなど、文化芸

術デザインの市場開拓に資する拠点。

芸術・デザイン大学や専門学校
キャンパスタウンの形成

・芸術・デザインの次世代の担い手を育成す

る。先進的な専門分野の教育などにより、

創造性あふれる人材の誘致につなげる。

・まちなかの既存ビルなども活用し、まちに

開かれたキャンパスタウンを形成する。

デザインスクール

・様々な分野の人と企業が集まり、技術・アイ

デア・ビジネスと人間を結びつけ創造産業

を強化する、実践的なデザインスクール。

・アートや技術・産業、スポーツ・健康等を繋ぎ、

新たなもの・ことを生み出す原動力となる

※既存施設等を活用することでまちの個性、歴史
性を蓄積し、新しさと伝統が融合するブランド
形成へとつなげる。

芸術・デザインやスポーツのミュージアム

（事例）ローマ現代アート美術館（イタリア）

・20 世紀初めに竣工したビール工場を改修し

美術館として活用した事例。中庭部分に大

屋根をかけて半屋外の展示空間、エントラ

ンスとしている。重厚な工場の建物と現代

建築による架構のコントラストにより、現代

美術に相応しい展示空間を創出している。

既存施設を利活用した
施設更新イメージ

・ 市民、企業、行政等多様な主体の共創により、都市のアイデンティティを形成する文化、芸術、デザインの水準を高める。
・都市体験の質を向上させる、 芸術、デザイン、スポーツ、医療分野の市場を開拓する。
・文化芸術創造都市のアジア地域におけるリーダーとして相応しい、文化芸術・デザインのグローバルな発信拠点、ハブ機能を創出する。

施設例・波及効果のイメージ

創造性を刺激し、未来をつくるアクティブ・デザインタウン
【参考　ケース①のイメージ】　文化芸術創造都市拠点+ スポーツ関連産業集積拠点

※この図はまちづくりのイメージを概念的に示したものであり、建物の整備位置、建物形状などの詳細は確定していません。

※現市庁舎のあり方については、今後、関内・関外地区のまちづくりの中で検討します。

（事例）ポンピドーセンター（フランス）

（事例）セントラル・セント・マーチンズ・カレッジ・
オブ・アーツ（イギリス）

（事例）スタンフォード大学　d.school（アメリカ）
写真　http://dschool.stanford.edu/learning-experiences/ より

© 2006 Fin Fahey, on Wikipedia, CC BY-SA 2.5.

© 2011 Jean-Pierre Dalbéra, on Flickr, CC BY-NC-SA 2.0.

© 2011 Oh Paris, on Flickr, CC BY 2.0.

交通拠点機能の強化

・既存の公共交通拠点機能と歩行者ネッ

トワークの強化に加えて、新たな交通

手段等の拠点機能を付加し、強化を

図る。

大規模公共空間軸

・公園、広場、高架下、道路等の公共空

間をまちの賑わいを生む象徴的な空間

として捉え、規制緩和や設備の工夫、

活動の多様化等を推進する。

文化芸術創造都市拠点

・現代美術・デザインミュージアムを核とし、

文化芸術・デザインに携わる人材育成

やビジネスインキュベーション、産官学

交流などを行うための、芸術デザインの

文化と産業の創造発信の場。

スポーツ関連産業集積拠点 拠点形成とともに進める界隈形成

スポーツ関連産業集積拠点

※　p.5 0 参照

アート・デザインプロムナード
・公共空間を使った作品の創作・展示、アート・デザイ

ンのイベントを行う。

・ 創造都市横浜を発信し、新進アーティスト、クリエイ

ターの発掘を行うための、パビリオン（仮設・常設）

を設置する。

凡例

まちづくりのテーマに沿った用途の

導入等により、賑わいを創出する路地

や界隈の形成



産業集積のイメージ
シェアオフィス

・多様化する働き方に対応
したオフィス空間の整備。

・創造的な人材の集積やコ
ラボレーションを促進し、
世界的ネットワークのハブ
となる、シェアオフィスの
立地を促進する。

国際教育支援型の
多言語対応型スクール
・外国人への日本語教育や
日本人、外国人への国際
教育を重点的に支援する
学校。

・関内・関外地区の国際色
豊かな特性を活かした、
国際人材教育、講師の養
成等を行う。

デザイン性の高い
スポーツ用品開発企業
・地区に集積するデザイ
ナーや企業が連携した、
機能的でデザイン性の高
いスポーツ用品、スポー
ツウェアの開発。

・高品質なデザイン等により付
加価値・訴求力強化を求め
る、製品メーカー等の誘致。

メディア・出版関連企業

・アフターファイブの時間に使い
やすくしたアートやデザインに
関する図書館や書店等。

デザイン・IT 業

・市内に集積が進んでいる
デザイン企業、IT 企業の
さらなる誘致と共に、企
業同士や芸術デザイン、
テクノロジー系の大学と
のコラボレーションを促
進し、発信力を強化する。

メディア、コンテンツ産業

・横浜のプロスポーツイベン
トなどを発信する多様なメ
ディア産業や広告産業、及
びアプリ開発、映像制作、
イベント企画など幅広いコ
ンテンツ産業の集積によ
り、横浜の発信力を強化
する。

デザインコンサルティ
ングを行う企業

・新しい商品やサービスな
どの開発を行う上でのコ
ンセプト作りや、企業組
織デザインによる経営革
新など、デザインコンサ
ルティングを行う企業を
誘致・育成する。

アート事業を行う企業

・営利、非営利問わず、アー
トを事業として行う企業の
誘致、育成を行うことによ
り、横浜におけるアート
マーケットの多様性、ポテ
ンシャルの強化を行う。

アーバンデザインセンター

・都市デザインや創造都市
の取り組みを進めるため
に、産・官・学と市民が
集い、都市デザインを研
究・実践する場。

デザインホテル

・従来の画一的な居室プラ
ンとは異なり、優れたイ
ンテリアデザインや宿泊
環境により、質の高い滞
在体験を提供する個性的
なホテル。

アーティストの作品制
作滞在施設

・アーティストが中長期間滞
在し作品制作を行うアー
ティスト・イン・レジデ
ンスを推進する。

・空き家活用や、地域の案
内役等の人的サポートの
充実など、地域が一体と
なった取組みとする。

公共空間を使った作品
の制作や展示

・公園や道路等の公共空
間の利活用促進に合わ
せ、アート作品等の制
作・展示を行う。

・目を楽しませるだけでな
く、現在進行形でまちが
良くなっているというイ
メージを発信していく。

創造都市横浜を発信する
パビリオン

・広場や公共空間に世界の
各都市や企業のパビリオ
ン、ギャラリー等を設置
（仮設、常設）。

施設例・波及効果のイメージ

sports

sports

公共空間の利活用促進

©  2012  IDEO Postcards, on Flickr, CC BY-SA 2.0.

©  2010   Mathieu 
Thouvenin, on Flickr, 
CC BY-NC-ND 2.0.

©  2011   monsieur 
paradis, on Flickr, 
CC BY-NC 2.0.

©  2012  USFWS Mountain-Prairie on Flickr, CC BY 2.0.

©  2013  Magda 
Wojtyra on Flickr, 
CC BY-NC-SA 2.0.

©  2006 Metro Centric, on Flickr, CC BY 2.0.

©  2008　Impact Hub, on Flickr, CC BY-SA 2.0.

©  2013 NYCDOT, on Flickr, CC BY-ND 2.0.

©  2008 NYCDOT, on Flickr, CC BY-ND 2.0.

©  2009 Paul Keleher on Wikipedia, CC BY 2.0.

©  2012  IDEO Postcards, on Flickr, CC BY-SA 2.0.

©  2012  hazuijunpei, on Flickr, CC BY-ND 2.0.

©  2011 NYCDOT, on Flickr, CC BY-ND 2.0.

©  2013   j-No, on Flickr, CC BY-NC-ND 2.0.

©  2010  sarspri, on Flickr, CC-BY-NC 2.0.（事例）THE HUB ( ロンドン )

（事例）CLASKA（東京）

（事例）蔦谷書店（代官山）

（事例）STORY HOTEL（スウェーデン）

（事例）アーバンデザインセンター柏の葉（柏）

（事例）サーペンタイン・ギャラリー（ロンドン）
（事例）ニューヨーク市運輸局の取組み



大通り公園

横浜公園

現市庁舎街区

多機能複合型アリーナ

・プロスポーツ大会開催、合
宿トレーニング、及び大会や
プロスポーツ関連のコンベ
ンションに対応したアリーナ

・保育所や福祉施設等、多機
能を複合し、収益性を高
め、多様性あるスポーツ
関連ビジネスを生み出す
施設とする。

市民利用体育館と市民が運
営するスポーツクラブ

・市民組織が運営する市民
スポーツ施設。

・市民や地元プロスポーツ
選手が講師を務める。

多様な市民スポーツ・健康
アクティビティに対応する
新しい公共施設

・多様化する市民活動、コ
ミュニティに対応し、「運
動」を行う場とアートや音
楽、子育てなどの場が併
設され、多様な交流が行
われる、新しい形態の公
共施設。

ランニングステーション
自転車ステーション

・ランナーをサポートするラ
ンニングステーションや、
自転車利用者をサポートす
る自転車ステーションを整
備する。

スポーツ関連産業
プロモーション施設

・スポーツ関連製品や健康食
品、新サービスなどをプロ
モーションする施設を創出
し、企業とユーザーの接点
を生み、製品の改良やニー
ズの発掘ができる場とする。

スポーツクラブやジム

・市民の健康増進をサポー
トする施設。

・プロのトレーナーから直接
指導が受けられるなど、
スポーツ界との連携や、
人材育成の機会づくりにつ
なげていく。

スポーツエリートトレーニ
ング・コンディションサ
ポートセンター

・食事療法や疲労回復のた
めのマッサージなどプロス
ポーツ選手のコンディション
づくりをサポートする施設。

先進医療研究・情報発信拠点

・先進の医薬品や医療機器、
臨床試験情報をいち早く、
わかりやすく伝える、情報
収集・発信の拠点。

・健康・医療関連業従事者
や患者等の国際的な交流・
研修等が行われる。

公共空間利用を実験し
楽しみ方を発信するイベント

・まちの賑わい創出と、公共
空間利活用を促進・PR す
るイベントを実施する。

・多様な屋外空間を企業の
製品・サービスのプロモー
ションの場となるようにす
ることで、マーケティング
やビジネスシーズの発見
につながる。

【参考　スポーツ関連産業集積拠点のイメージ】 施設例・波及効果のイメージ

公共空間の利活用促進

※スポーツ関連産業集積拠点は各ケースに共通する内容を記載している。

※この図はまちづくりのイメージを概念的に示したものであり、建物の整備位置、建物形状などの詳細は確定していません。

産業集積のイメージ

高機能スポーツ製品製造業

・アスリートと共同した製品
開発や、質の高いデザイ
ンの融合による高機能な
スポーツ関連製品開発を
行う企業。

ヘルスケアサービス企業
フィットネス施設運営企業

・正しいスポーツの仕方や予
防医学に基づく健康づくり
のアドバイスをするなど、
フィットネス関連サービス
業の多様化が見込まれる。写真   http://www.narawa-sportsclub.gr.jp/より

写真  http://kube.frederiksberg.dk/より

写真　http://www.joc.or.jp/training/ntc/eliteacademy.htmlより

写真　http://www.city.kashiwa.lg.jp/soshiki/060100/p005139.htmlより

©  2005  Rüdiger Wölk, on wikipedia, CC BY-SA 2.5.

 © 2004 Roberta Rudokienė, on Wikipedia, CC BY-SA 3.0.
©2013  NYCDOT, on Flickr, CC BY-ND 2.0.

©2013  NYCDOT, on Flickr, CC BY-ND 2.0.

©2013  NYCDOT, on Flickr, CC BY-ND 2.0.

©  2009 CruyffSports

©2009 localfitness.com.au, on Wikimedia Commons,
CC BY-SA 3.0

写真 http://www.re-port.net/news.php?ReportNumber=33972より

©  Blue-Letter - Steffen Grocholl, on wikipedia, CC BY 3.0 .

（事例）Summer Streets (New York)

（事例）ジョンソン・エンド・ジョンソン
 川崎サイエンスセンター（川崎）

（事例）特定非営利活動法人ソシオ成岩スポー
ツクラブ（愛知）

（事例） Siauliai Arena ( リトアニア )

（事例）KU.BE ( デンマーク )

（事例）Radstation（自転車ステーション） (ドイツ)

（事例）JOC エリートアカデミー

（事例）十坪ジム（柏）

（事例）アシックスストア大阪（大阪）

（事例）ザンクト・ヤコブ・パルク（スイス）
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ワールドバザールパーク

ワールドバザールパーク

ワー
ルド
バザ
ール
パー
ク

sports
スポーツ関連産業集積拠点

※　p.5 0 参照

大通り公園

横浜公園

イセザキモール

JR関内駅・高架下空間

現市庁舎街区

馬車道商店街

日本大通り

生活関連製品・サービスのＲ＆Ｄ
マーケティング拠点（ショールーム等）

・購買行動調査や、販促の効果測定、製品体
験を通したプロモーション、公共空間を使っ
たプロモーション、製品やサービスの利用者
へのインタビューなど、企業が様々なマーケ
ティング活動を行うことのできる環境を提供
する。

フューチャーセンター

・大学や企業、個人がそれぞれに持つ技術
やアイデアを、対話を通して創造的に組み
合わせ、新たな商品やビジネスモデル、社
会システムを生み出す、「知」のイノベーショ
ンの創出の場を設ける。

※既存施設等を活用することでまちの個性、歴史
性を蓄積し、新しさと伝統が融合するブランド
形成へとつなげる。

国際会議・展示施設

（事例）LAMOT（ベルギー）

・工場地域から商業、居住地域に変化した

地域の中で、元ビール醸造工場であった

施設を、会議場やレストラン、デザイン

ショップとして活用した。

・既存の煉瓦部を残し、重厚さを保ちつつ、

エントランスやオーディトリアムとしてガ

ラス部が追加され、新しいまちの中心施

設に相応しい設えとなっている。

既存施設を利活用した
施設更新イメージ

・質の高い生活や経済活動が行える都心環境を備え、豊かな居住者コミュニティ、ビジネスコミュニティをつくる。
・都心部に近接して居住人口が多いという潜在力を活かし、製品やサービスの企画・開発から消費までが一連で行われる、研究開発・ビジネス拠点をつくる。
・地区内及び周辺居住者・従業者の多様な価値観、活動の中からビジネスチャンスを見つけ、地区内の産業を育てる。

施設例・波及効果のイメージ

アジアデザインセンター

・産学連携のビジネスや研究開発プロジェクト
を創出するとともに、３Dプリンター等の高
度な機器を備え、試作開発をサポートする
デザインセンターの整備。

・優れたデザインの記録保存や、国内外への
発信を行う記録保存館等を併設する。

生活の質・働き方・産業を変え、持続可能な社会をつくりだすライフスタイル・イノベーションタウン
【参考　ケース②のイメージ】　生活関連産業育成･集積拠点+ スポーツ関連産業集積拠点

※この図はまちづくりのイメージを概念的に示したものであり、建物の整備位置、建物形状などの詳細は確定していません。

まちづくりのテーマに沿った用途の

導入等により、賑わいを創出する路

地や界隈の形成

※現市庁舎のあり方については、今後、関内・関外地区のまちづくりの中で検討します。

（事例）FabLab Barcelona（スペイン）

（事例）LEF  フューチャーセンター（オランダ）
写真http://www.rijkswaterstaat.nl/over_ons/lef_future_center/ より

©  2006 Hans Vandenbogaerde, on Flickr, CC BY-SA 2.0.

©  2012   Tomás Fano, on Flickr, CC BY-SA 2.0.

© 2013 Friedrich Kirschner, on Flickr, CC BY-NC-SA 2.0.

交通拠点機能の強化 大規模公共空間軸

・既存の公共交通拠点機能と歩行者ネッ

トワークの強化に加えて、新たな交通

手段等の拠点機能を付加し、強化を

図る。

・公園、広場、高架下、道路等の公共空

間をまちの賑わいを生む象徴的な空間

として捉え、規制緩和や設備の工夫、

活動の多様化等を推進する。

生活関連産業育成・集積拠点

・本社機能用のオフィス空間や、都市型

生活関連産業に関する多様な業種が

集まる中小規模のオフィス空間と、コラ

ボレーションのための空間を創出する。
スポーツ関連産業集積拠点

※　p.5 0 参照

ワールドバザールパーク
・常設の屋外マーケット空間として活用し、まちに賑わい

の連続性を作り出すと共に、横浜への出店を試みる

新規参入者の受け皿となるなど、新しいビジネスが育

つ空間となる。

凡例
スポーツ関連産業集積拠点 拠点形成とともに進める界隈形成

プロ・市民が利用できるアリーナ

施設を核とした、スポーツ関連の

多様な産業が集積する拠点
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産業集積のイメージ
常設バザール

・若手デザイナーや、首都
圏展開を求める地方産品
などの販売企業が集まる、
常設の見本市機能。

・企業、一般客など多様な
人を集める集客施設とし
ての機能も果たす。

大学コンソーシアム
拠点施設

・複数の大学・研究室が協
力し、公開講座や施設の
共同利用を行い、さらに
国際的な交流や産学官と
の緊密な連携を図りなが
ら、新しい高等教育モデ
ルの創出を目指す拠点。

次世代農業

・野菜工場と連携した飲食
店のように、農・食・テ
クノロジーが融合する領
域の産業育成、市場開拓
を推進する。

生活関連産業ベンチャー

・生活関連産業の多様なベ
ンチャー、スモールビジ
ネスを創出する。

・「女性」、「子育て・教育」、
「クラフト（手工芸）」、
等の分野、ターゲット設
定により、個性ある界隈
形成につなげる。

生活関連製品開発業・
流通業
・家具や家電、文房具等の
製品デザイン・開発・製
造販売、流通業など。

飲食・食品関連製造・
流通業
・飲食品の製造販売業、健
康食品や有機栽培農産
物の製造販売業、高品質
食材などの輸入業など。

生活関連サービス産業

・働く女性のための子育て
支援施設や、アクティブ
シニアを含めた新しい高
齢者福祉のあり方を提案
する産業の成長が見込ま
れる。

ファッション、美容関連業

・アパレルメーカーや流通

関連業（小売店、店舗

プランニングやファッショ

ンメディア等）、化粧品関

連業、美容関連業など。

ユニークな子育て支援施設
・アート NPO と物販店の
共同による子供向けアー
ト体験等、多様なプログ
ラムによる子育て支援
や、地域子育て支援拠点
の民間事業の参入促進を
図る。

会議支援施設
・地区内の会議を支援する
施設。

・会合の内容や活動に適し
た場を提供したり、個々
人の知識や人的ネットワー
クを共有できる仕組によ
り、創造的な議論や予期
せぬ出会いを生む。

多言語対応生活者
コンシェルジュセンター

・横浜都心部に多い外国籍
居住者等に対して、生活
や言語サポートを行うコン
シェルジュサービスを充実
させる。

リビングラボ

・製品の利用者やサービス
の受け手などを中心とし
たイノベーション活動の拠
点。ユーザーが実際に製
品やサービスを活用する
場面を間近に観察できる
場として、企業の新しい
企画に役立てる。

バザール空間としての
公共空間活用

・常設のバザール空間とし
て公共空間を活用する
ことにより、まちの賑わ
いを創出し、ビジネス
チャンスが生まれる場
をつくる。

高架下を活用した
商業空間

・優れたデザインの雑貨や
アート作品など、個性的
な商品を扱う個店を集
め、個性ある都市空間と
まちの賑わいの連続性を
つくる。

施設例・波及効果のイメージ

公共空間の利活用促進

©  2012  Dan Nguyen, on Flickr, CC BY-NC 2.0.

写真 https://www.facebook.com/pages/The-Market-NYC/180965861983122 より

写真 http://www.freeartsnyc.org/ より

写真 https://www.facebook.com/TheRealDesignerMarket より

写真 http://japanese.seoul.go.kr/lh/support/scof2.php より

© 2013 Waag Society, on Flickr, CC BY 2.0.

©  2011  Seats2meet.com, on Flickr, CC BY-NC-SA 2.0.

©  2011 VMⅡ,CC BY-SA 3.0.

©  2013  Krystal K. on Flickr, CC BY-NC-ND 2.0.

©2006 Ignis, on Wikimedia Commons, CC BY-SA 3.0. 

（事例）The Market NYC（ニューヨーク）

（事例）Free Arts NYC（ニューヨーク）

（事例）リビングラボ (FabLab)（オランダ） （事例）ソウル・グローバル・センター（韓国）

（事例）2k540 aki-oka artisan（東京） （事例）ブライアントパークに設置された店舗

（ニューヨーク）

（事例）Seats2meet（オランダ他）

（事例）
関内野菜を使ったサラダ

（横浜）

（事例）Real NYC Market（ニューヨーク）

植物工場の例

©  2008  David Shankbone, on Wikipedia CC BY-SA 3.0.

（事例）大学コンソーシアム京都（京都市）
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エンターテイメント・トレードパーク

エンターテイメント・トレードパーク

エン
ター
テイ
メン
ト・
トレ
ード
パー
ク

sports
スポーツ関連産業集積拠点

※p.50参照

大通り公園

横浜公園

イセザキモール

JR関内駅・高架下空間

現市庁舎街区

馬車道商店街

日本大通り

※現市庁舎のあり方については、今後、関内・関外地区のまちづくりの中で検討します。

エンターテイメントの創作活動拠点（スタジオ）

・アート、音楽、テクノロジーなど分野を超
えたエンターテイメントが融合する機会を
創出し、独自のエンターテイメント文化を
生み出す創作拠点。

ホール・シアターコンプレックス

・食、子育て、ものづくり（ものづくり選手
権）、プレゼンテーションなど既成のエン
ターテイメントの枠を超えた、横浜独自の
エンターテイメントの発信。

・多様なエンターテイメントの発信拠点とし
てのホール・シアター。

・エンターテイメント関連企業のオフィスの
集積。

エンターテイメントが集積する
賑わいの見える界隈の形成

・エンターテイメント施設の集積や、街中で
のパフォーマンス、イベントを行うことに
より、賑わいを生み出す。

※既存施設等を活用することでまちの個性、歴史
性を蓄積し、新しさと伝統が融合するブランド
形成へとつなげる。

アート・エンターテイメント複合施設

（事例）KAAPELI（フィンランド）

・もともとＮＯＫＩＡのケーブル工場であった施

設を活かし、美術館、ギャラリー、ダンス・

シアター、スポーツクラブ、アートスクール、

アトリエ、リハーサルスタジオ、ラジオ局、カ

フェテリアなどの施設が入居している複合施

設。約250 のテナントが関わっている。

既存施設を利活用した
施設更新イメージ

・従来のエンターテイメントの枠にとらわれない、横浜独自のエンターテイメントを生み出していく。
・多様な人・企業を惹きつけ、都市の誘引力となる、エンターテイメントの創作・集積・発信拠点を創出する。
・エンターテイメントの集客力を活かし、来街者を増やし、産業創出や横浜の文化発信につなげる。

施設例・波及効果のイメージ

横浜独自の文化・産業を発信するスポーツ＆エンターテイメントタウン
【参考　ケース③のイメージ】　エンターテイメント集積拠点+ スポーツ関連産業集積拠点

※この図はまちづくりのイメージを概念的に示したものであり、建物の整備位置、建物形状などの詳細は確定していません。

（事例）新歌舞伎座（東京）

（事例）Fourth Arts Block( ニューヨーク )

©  2005  Alex, on Flickr,
CC BY-SA 2.0.

©  2007  Steve Jurvetson,
on Flickr, CC BY 2.0.

©  2009  Cliff, on Flickr,
CC BY 2.0.

©  2008  Jean-Pierre Dalbéra, on Flickr, CC BY 2.0.

©  2009  NYCDOT, on Flickr, CC BY-ND 2.0.

©  2010  Caroline Gagné,
on Flickr, CC BY 2.0.

交通拠点機能の強化 大規模公共空間軸

エンターテイメント集積拠点

・横浜独自のエンターテイメントを生み出

すスタジオや創作の場所、ホールシア

ター等の発信の場所、関連産業のオ

フィス機能などを創出する。
スポーツ関連産業集積拠点

※p.5 0 参照

エンターテイメント・トレードパーク
・多様な屋外のエンターテイメントが行われ、そのための
環境（施設・設備・サービス）を整備することにより、
エンターテイメント関連産業の成長と、独自のエンター
テイメントの創出の場となる。

凡例

・既存の公共交通拠点機能と歩行者ネッ

トワークの強化に加えて、新たな交通

手段等の拠点機能を付加し、強化を

図る。

・公園、広場、高架下、道路等の公共空

間をまちの賑わいを生む象徴的な空間

として捉え、規制緩和や設備の工夫、

活動の多様化等を推進する。

スポーツ関連産業集積拠点 拠点形成とともに進める界隈形成

プロ・市民が利用できるアリーナ

施設を核とした、スポーツ関連の

多様な産業が集積する拠点

まちづくりのテーマに沿った用途の

導入等により、賑わいを創出する路

地や界隈の形成
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産業集積のイメージ
エンターテイメントイ
ンフォメーション施設

・横浜の様々なエンターテ
イメントに関しての情報が
集まる拠点施設。

・チケット販売施設。

実験的表現活動の発信
アーティスト、エンター
テイナーの養成
・舞台芸術の国際的な見本
市などをさらに充実させ
ていくと共に、日本初の
現代ダンス等の高等教育
機関などを立地する。

カンファレンス・ミーティ
ングサポート企業
・カンファレンスビジネス
は、近年、外資系企業
が参入するなど日本で市
場成長を見せている。

・企業の立地需要を喚起す
る上で、高品質なカンファ
レンスをサポートする企
業を誘致する。

次世代交通関連業

・横浜らしい交通手段を充
実させ、アクセス性や利
便性を高めることで、回
遊を促す。

・次世代の技術用いたモビ
リティなど、テクノロジー
分野、エネルギー分野に
おける産業を強化する。

エンターテイメント産業
（制作）
・エンターテイメントのプロ
デュース・制作業、劇団、
楽団、演芸・スポーツ等
興業団など。

シアター・ライブハウス

・映像や音楽のシアター、
ライブハウス等の多様な
エンターテイメント施設。

観光インフォメーション施設

・市内の観光情報が集ま
り、横浜らしい観光を提
案していく、観光インフォ
メーション施設。

映像・音響機器の
研究開発・製造業

・プロジェクションマッピン
グやウォータースクリーン
など、高度な技術・機
器開発により、新しいエ
ンターテイメントをサポー
トする企業など。

家具・小物・骨董・衣
装等の販売・デザイン・
製造・輸入等を行う企業

・舞台演出用の小道具等に
使用される様々なものを
扱う商店など。

まちがステージとなる仕掛け

・まち自体をステージと見
立て、休憩機能を兼ねた
座席や、エンターテイメン
トに必要な設備を広場等
に備 え、イベント、パ
フォーマンスが常に行わ
れている場として、まち
に賑わいをもたらす。

ローラースケートリンク・
バスケットボールコート

・未利用空間を活用し、非
日常のスポーツの場を民
間企業との連携により創
出、スポーツのエンター
テイメントの場とする。

観光業

・横浜独自の資源を活用し
た着地型のツーリズムを
開発する観光業。

・まちなか MICE をサポー
トする、コンシェルジュ
企業（多言語対応等）
などの集積により、カン
ファレンスビジネスの強
化と連動する。

まちなかでのエンターテ
イメントを生み出す

・公共空間の利活用を促
進する多様なイベント
や規制緩和等により、
まちなかを使った楽し
み、ライフスタイルを
生み出す。

公共空間の利活用促進

施設例・波及効果のイメージ

写真 http://www.geidai.ac.jp/film/index.html より

写真下 http://www.nycgo.com/articles/official-nyc-information-centers/ より

写真上 http://www.sora-scc.jp/ より

写真 http://www.tokyo-cc.co.jp/features_a.html より

©Park yong-tae

©  2008  cubemate on Flickr, CC BY-NC-SA 2.0.

© 2009 marie-ll, on Flickr, CC BY-NC-SA 2.0.

©  2010  Juska Wendland, on Flickr, CC BY-NC 2.0.

© 2009 SergeyRod, on Flickr, CC BY-SA 2.0.

（事例）tkts（チケット施設）( ニューヨーク )

（事例）tkts（チケット施設）( ニューヨーク )

（事例）High Line（遊歩道） 沿いに設置された
　　ローラースケートリンク（ニューヨーク）

（事例）Benchmark Hospitality International Japan
（東京）

（事例）電池推進船社会実験（横浜）（事例）KAAPELI（フィンランド）

（事例）コンベンション札幌ネットワーク（札幌）

（事例）NYC & Company（ニューヨーク）

 （事例）Sing for Hope ( ニューヨーク )

 例）チェス

（事例）TPAM 国際舞台芸術ミーティング
　　　（舞台芸術国際見本市）（横浜）

©  2011  Terry Ballard, on Flickr, CC BY 2.0.

©  2013  Shawn Hoke on Flickr, CC BY-NC-ND 2.0.

sports
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来街者、利用者の視点や、人を中心に捉えたプラン及びプロセスづくり■

・まちづくりを実現するためには、テーマに関わる有能かつ影響力のある人材や企業・組織に、選ばれるまちとなっ
ていくことが求められる。
・このターゲットとなる人材や企業・組織の視点から、まちに必要な空間や機能を整備していく。
・まちづくりを進めるにあたっては、多様な人材や企業・組織が活躍する段階、場面、関係性など、人的・社会的な
まちづくりの機運の高まりを戦略的に捉え、マネジメントしていく必要がある。

まちづくりのプロセス自体が人材を集める機会となる■

・まちづくりのプロセス自体を、人材を集める機会と捉え、リーディングプロジェクトを実施しながら、現市庁舎街区の
再整備に向けた機運を盛り上げていく。

交通拠点機能の強化の検討■

・ＪＲ関内駅北口整備事業や、開発等の具体的な事業の内容と整合性を図りながら検討を行う。

（４）関内駅周辺地区のまちづくりのプロセス

「場」の整備
人材・企業の参入

「場」の整備
人材・企業の参入研究会等の成果を

実践する場

施設の整備・運営等の
ノウハウを活かす

まちづくりの
プロセス

場づくり

リーディング
プロジェクト

現市庁舎街区
再整備

民間街区の
再整備

制度・
システム

研究会等の「場」づくり■

・民間や行政、大学等、様々な人材の知見を活かしていくため、研究会などの場を創
り、まちづくりの核となるネットワークづくりを行う。

「場」を核とした人材や企業・組織の集積とそのネットワークの形成■

・人材の集積やネットワークの形成を図る「場」を常設的につくり、それらをマネジメントする体制を整える。
・新しいアイデアを生み出し、その実現に向けた動きを創り出す場となる。
・「場」や新しいアイデアの実現ができる都市環境に魅力を感じる人材や企業・組織をさらに集積させ、育てていく。

規制緩和や民間資金・ノウハウの導入など、新たな仕組み・制度の整備■

周辺のまちづくりと連携した民間街区の再整備■

・リーディングプロジェクトや現市庁舎街区の利活用・再整備等にあたり障害となる規制の緩和や、リーディングプロジェクトにおける課題を解決するための検討を進める。
・まちづくりの４つのテーマをふまえて、まちづくりの実現に必要となる仕組みや制度等を整備する。

・まちづくりの目標を共有した上で、地権者とともに
    民間街区の再整備検討を進め、実施していく。

リーディングプロジェクトとしての文化体育館の再整備等の事業の実施■

・事業は、まちづくりの4つのテーマに沿うものとし、戦略的に実施する。
・大通り公園・くすのき広場など、既存の公共空間を活用した事業を実施する。
・教育文化センター跡地、横浜総合高校跡地などの市有地の利活用や文化体育館の再整備を実施する。

市庁舎機能移転後の現市庁舎街区の利活用・再整備の実施■

・リーディングプロジェクトにおけるノウハウを活かし、市庁舎機能移転後の
現市庁舎街区の利活用・再整備を行う。

第１段階

第２段階

第３段階
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